
公立の義務教育諸学校の適正な教員数の維持・確保を求める意見書 

 

令和２年に改正された「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法」の附帯決議に基づき文部科学省が実施した教員勤務実態調査に

よると、教員の長時間勤務について一定程度の改善は見られるものの、依然とし

て歯止めがかからない状況にあり、時間外勤務の削減や業務量の軽減など働き

方改革のさらなる推進が求められる。また、教員のそうした職場環境が影響し、

平成１２年度に１３．３倍であった全国の教員の採用倍率は、令和５年度は３．

４倍と年々低下している。 

このように、教員不足が全国的な課題となる中、静岡県内においても定数未配

置の学校が存在しており、教員の人材確保は喫緊の課題である。とりわけ、今後

の教育界を支える志ある優れた人材を確保していく必要があり、そのためには

教員の働き方改革等を進め、子供たちが教員の仕事に魅力を感じるようにする

必要がある。 

よって国においては、公立の義務教育諸学校の適正教員数を維持・確保してい

くため、下記事項に取り組むよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 校務のＤＸによる業務効率化や業務内容の見直しを進めるなど、さらなる 

働き方改革の推進を強力に支援すること。 

 

２ 教職調整額については、令和８年から令和１２年にかけて段階的に１０％ 

へ増額することが閣議決定されているが、確実に、かつ、可能な限り速やかに 

引き上げるとともに、あわせて時間外勤務を抑制するための法整備を進める 

こと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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